
様式1

募集要項に関する質問書

（あて先）岐阜県知事

所 在 地
法 人 名
代表者名　　　　　　　　　　　　　

担当者名
電話番号
電子メール

令和7年9月16日付けで公表された「旧岐阜県庁舎（岐阜市司町）の利活用に関するプロポーザル募集要項」に関して、質問事項がありますので、提出します。

	No.
	資料名
	ページ
	項目番号
	項目名
	質問内容

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	



【記載要領等】						
※1　質問は、法人としてとりまとめ、電子メールにより提出してください。趣旨が重複する質問は、提出しないでください。					
※2　1つの箇所を対象に複数の質問を行う場合は、それぞれ別の質問とし、それぞれ別の行に記載してください。					
※3　質問の対象となる箇所の順に並べて記載してください。「№」の列には、「1」から順に通し番号を半角アラビア数字で記載してください。				
※4　意見の表明と解されるもの、提案内容の是非等については、回答しません。
※5　募集要項に記載した受付期間及び提出方法以外の期間・方法で質問があっても、回答を行いません。

様式2-1（単独法人の場合）

参加表明書兼誓約書

令和7年　　月　　日

（あて先）岐阜県知事

所 在 地
法 人 名
代表者名　　　　　　　　　　　　　

令和7年9月16日付けで公表された「旧岐阜県庁舎（岐阜市司町）の利活用に関するプロポーザル募集要項」に基づき、旧岐阜県庁舎（岐阜市司町）の利活用に関するプロポーザルへの参加を表明します。
なお、当法人は、募集要項を遵守し、参加資格を満たしていること及び他の参加者の構成員として当該プロポーザルに参加しないことを誓約します。


	所属部署・役職
	

	氏名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	メールアドレス
	


【担当者】
※押印は不要です。



様式2-2（共同体の場合）

参加表明書兼誓約書

令和7年　　月　　日

（あて先）岐阜県知事

共同体名
代表構成員
所 在 地
法 人 名
代表者名　　　　　　　　　　　　　

令和7年9月16日付けで公表された「旧岐阜県庁舎（岐阜市司町）の利活用に関するプロポーザル募集要項」に基づき、旧岐阜県庁舎（岐阜市司町）の利活用に関するプロポーザルへの参加を表明します。
なお、代表構成員及びその他の構成員は、募集要項を遵守し、参加資格を満たしていること及び他の参加者の構成員として当該プロポーザルに参加しないことを誓約します


【構成法人】
	代
表
構
成
員
	所在地
	

	
	法人名
	

	
	代表者名
	　　　

	
	担
当
者
	所属部署・役職
	
	氏名
	

	
	
	電話番号
	
	FAX番号
	

	
	
	メールアドレス
	

	[bookmark: _Hlk125723874]構
成
員
	所在地
	

	
	法人名
	

	
	代表者名
	　　　

	構
成
員
	所在地
	

	
	法人名
	

	
	代表者名
	　　　


※1　記載欄が不足する場合は、適宜追加してください。
※2　押印は不要です。


様式3

構成員変更届

令和7年　　月　　日

（あて先）岐阜県知事

共同体名
代表構成員
所 在 地
法 人 名
代表者名　　　　　　　　　　　　　

令和7年9月16日付けで公表された「旧岐阜県庁舎（岐阜市司町）の利活用に関するプロポーザル募集要項」に基づき、参加表明書を提出しましたが，下記の理由により，別添のとおり構成員を変更させていただきたく、構成員変更届を提出します。
なお、変更後の構成員は，募集要項を遵守し、参加資格を満たしていることを誓約します。

記

1　変更前
	構
成
員
	所在地
	

	
	法人名
	

	
	代表者名
	　　　



2　変更後
	構
成
員
	所在地
	

	
	法人名
	

	
	代表者名
	　　　


※　変更する構成法人が複数の場合は，本様式に準じて追加・作成してください。

3　変更理由
　・





様式4

辞退届

令和7年　　月　　日

（あて先）岐阜県知事

共同体名（単独法人の場合は記載不要）
法人名又は代表構成員
所 在 地
法 人 名
代表者名　　　　　　　　　　　　　

令和7年9月16日付けで公表された「旧岐阜県庁舎（岐阜市司町）の利活用に関するプロポーザル募集要項」に基づき、参加表明書を提出しましたが，都合により参加を辞退します。





様式5-1（単独法人の場合）

企画提案書提出届兼誓約書

令和7年　　月　　日

（あて先）岐阜県知事

所 在 地
法 人 名
代表者名

令和7年9月16日付けで公表された「旧岐阜県庁舎（岐阜市司町）の利活用に関するプロポーザル募集要項」に基づき、企画提案書一式を別添のとおり提出します。
なお、当法人は、提案書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。



【担当者】
	所属部署・役職
	

	氏名
	

	電話番号
	

	FAX番号
	

	メールアドレス
	



















様式5-2（共同体の場合）

企画提案書提出届兼誓約書

令和7年　　月　　日

（あて先）岐阜県知事

共同体名
代表構成員
所 在 地
法 人 名
代表者名　　　　　　　　　　　　　

令和7年9月16日付けで公表された「旧岐阜県庁舎（岐阜市司町）の利活用に関するプロポーザル募集要項」に基づき、企画提案書一式を別添のとおり提出します。
なお、代表構成員及びその他の構成員は、提案書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。

1　構成員
	代
表
構
成
員
	所在地
	

	
	法人名
	

	
	代表者名
	

	
	グループにおける役割
	

	
	担
当
者
	所属部署・役職
	
	氏名
	

	
	
	電話番号
	
	FAX番号
	

	
	
	メールアドレス
	

	構
成
員
	所在地
	

	
	法人名
	

	
	代表者名
	

	
	グループにおける役割
	

	
	担
当
者
	所属部署・役職
	
	氏名
	

	
	
	電話番号
	
	FAX番号
	

	
	
	メールアドレス
	

	構
成
員
	所在地
	

	
	法人名
	

	
	代表者名
	

	
	グループにおける役割
	

	
	担
当
者
	所属部署・役職
	
	氏名
	

	
	
	電話番号
	
	FAX番号
	

	
	
	メールアドレス
	


※1　記載欄が不足する場合は、適宜追加してください。
※2　「グループにおける役割」の欄には、担当する業務内容を記載してください。


2　特別目的会社（SPC）の設立予定（いずれかに〇を付けてください。）
	設立する予定あり
	
	設立する予定なし
	



様式6

提案者概要書

	法人名
	

	所在地
	

	設立年月日
	西暦　　　　　年　　　月　　　日

	資本金
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	直近の年間売上高
（直近3事業年度）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円（　　　　年　　　月期実績）
　　　　　　　　　　　　　　　　円（　　　　年　　　月期実績）
　　　　　　　　　　　　　　　　円（　　　　年　　　月期実績）

	税引前当期利益
（直近3事業年度）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円（　　　　年　　　月期実績）
　　　　　　　　　　　　　　　　円（　　　　年　　　月期実績）
　　　　　　　　　　　　　　　　円（　　　　年　　　月期実績）

	代表者
	役職　　　　　　　　　　　　　　氏名

	従業員数
	　　　　　　名（うち、正規雇用者　　　　　名）

	理念
活動目的等
	







	事業内容
及び
主要業務実績
	








各項目の幅は、適宜調整してください。







様式7
暴力団等の関与がない旨の誓約書兼承諾書

令和7年　　月　　日
（あて先）岐阜県知事
所 在 地
法 人 名
代表者名

旧岐阜県庁舎（岐阜市司町）の利活用に関するプロポーザルに参加を申し込むにあたり、下記の事項について相違ないことを誓約します。
また、誓約内容の確認のため、必要に応じて岐阜県が本承諾書をもって、関係官庁に調査し、及び照会することを承諾します。
また、当該照会において確認された情報を、今後、自己または自社が貴県と行う他の契約等における確認のために利用することについて、同意します。

記

自己又は自社は次のいずれにも該当するものではありません。
（1） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
（2） 役員等が暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるなど、暴力団がその経営又は運営に実質的に関与している法人その他の団体
（3） 役員等が、暴力団員であることを知りながらこれを使用し、又は雇用している法人その他の団体
（4） 役員等がその属する法人その他の団体若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等（暴力団員及び暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）を利用している法人その他の団体
（5） 役員等が暴力団又は暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している法人その他の団体
（6） 役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している法人その他の団体
（7） 役員等が、暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者であることを知りながら、下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約等を締結し、これを利用している法人その他の団体

注　「役員等」とは、 次に掲げる者をいう。
　法人にあっては、役員及び使用人（支配人、本店長、支店長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、営業所の業務を統括する者（営業所の業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）をいう。）

共同体名（単独法人の場合は記載不要）：　　　　　　　　　　　　　　

応募者名：　　　　　　　　　　　　　　　
